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研究成果の概要（和文）：本研究は、都市計画学、環境学、政治学、行政学、経済学、社会学を網羅した学際的
共同研究として、今日の人口減少時代における持続可能な地域モデルについての初期的考察を行ったものであ
る。その成果が、有限な世界と世代間における衡平性の実現、現在の生活の質の向上を目指して、様々な主体が
活動することを可能にするようなモデルである。
また、高知県、京都府、愛知県において、住民自治組織を対象に、ローカルガバナンスとソーシャルキャピタル
の相互関係を実証的に研究することによって、閉じられたものとして議論されている、と批判されることの多い
ソーシャルキャピタル概念を発展させる新しい論点を提起することができた。

研究成果の概要（英文）： This research is an interdisciplinary collaborative research including 
urban planning, environmental studies, politics, public administration, economics and sociology,and 
provides an initial consideration of a sustainable regional model in today's era of population 
decline in Japan. It is a model that enables various actors to engage in order to achieve equity 
among generations in a finite world, and to improve the quality of life.
Also, by researching the inter-relationship between local governance and social capital empirically 
for the resident autonomy organization in Kochi Prefecture, Kyoto Prefecture, Aichi Prefecture, we 
develop the social capital concept which  is often criticized for being discussed as closed.

研究分野： 経済政策学

キーワード： 人口減少社会　持続可能性　地域モデル　ローカルガバナンス　ソーシャルキャピタル　住民自治組織
　ソーシャルイノベーション　地域経済循環

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
モデル構築は単なる個別研究の蓄積ではなく、一定の普遍性を担保しながら、類型化のための基準を提起するこ
とによって、地域ごとのより具体的な調査研究のための基準が得られる。地域モデルは、ネットワークとその外
部環境を同時に表現することができるので、ローカルガバナンスとソーシャルキャピタルの相互関係を考察する
視点が得られる。地域モデルは、一定の抽象度は避けられないとしても、地域現象の全体像を示すものであり、
縦割りで専門ごとに分断されがちな日本の政策過程では、より実践的な意思決定を可能とする。
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1．研究開始当初の背景 

(1) 人口減少にともなう地域空間の変化や地域資源の縮減に直面する日本としては、人と人との交流を維持しつ

つ、就業機会の創出や地域コミュニティを支える生活環境の改善に向けた地域資源の再構築をいかに進めていく

かが重要な課題となっている。 

 

(2) ソーシャルキャピタルは、人々の協調行動を活発にすることによる、経済・社会開発への貢献と、それにと

もなう政策効果が注目されている。一方、ソーシャルキャピタル概念には、地域社会を閉じられた社会としてし

かみていない、地域社会に存在する階層差をみていない、などの批判がある。こうした批判を踏まえて、ローカ

ルガバナンスというより包括的視点を導入することで、ソーシャルキャピタルとの相互関係を基礎に、住民自治

組織と政策過程の相互作用に関する実証的研究が必要とされている。 

 

2．研究の目的 

(1) 都市計画論、環境学、政治学、行政学、経済学、社会学にまたがる学際的共同研究の特質を生かし、人口減

少社会における持続可能な地域モデルを構築することが本研究の目的である。 

 

(2) 本研究では、ローカルガバナンスおよびソーシャルキャピタルに関する従来の理論的・実証的研究の成果を

基礎とし、基礎自治単位における住民自治組織と政策過程の相互作用に関する実証的研究をおこない、社会的イ

ノベーション、地域経済循環、住民の自主的参加の促進などを基本的要素として構成される持続可能なコミュニ

ティの構造を明らかにし、≪人が減っても住みたいまちづくり≫のための政策形成に貢献することを目的として

いる。 

 

3．研究の方法 

(1) 本研究では、高知県梼原町、愛知県高浜市、京都府南丹市美山町、京都市北区、東山区、右京区京北宇津地

区の事例研究をおこなった。事例研究では、史資料の収集、インタビュー調査、アンケート調査によって、地域

特性と地域が変化していくプロセスについて総合的・系統的・動学的に分析・検討し、それによって得られた知

見を臨床的、かつ学術的に検討した。 

 

(2) 事例調査では、コミュニティ、住宅、景観、防犯、伝統文化、教育、I ターン・U ターンなどのテーマを取

り上げた。また、人口動態、産業構造、財政構造を指標として地域モデルの類型化をおこなった。 

 

4．研究成果 

(1) 本研究では、人口減少時代において、有限な世界と世代間における衡平性の実現、現在の生活の質の向上を

目指して、様々な主体が活動する持続可能な地域のモデルを提起することができた。また、本研究では、人口動

態や産業構造などの指標を使って対象地域の地域区分をおこなった。つまり、各地域の、産業構造や就業構造、

自然条件、歴史的条件、社会的条件を把握することによって、類型ごとに共通する傾向や課題を抽出し、地域区

分をおこなうことで、ローカルガバナンスとソーシャルキャピタルの相互関係を考察する視点が得られた。 

 

(2) 本研究では、都市という空間が生活の場＝居住地であることを前提に、空き家、地域住民、コミュニティを

キーワードとして、住み続けられる地域のあり方が検討された。京都市東山区の一部地域における「空き家と住

民意識の実態調査」と、ドイツ・ザクセン州における自治体の人口減少対策およびアメリカ・フリント市におけ

る NPO（CDC）の地域改善の取組みとを比較分析することにより、住み続けられる居住地には、地域が主体となる

制度、住民（所有者）の当事者意識、様々な活動主体による連携が求められることが明らかになった。 

 

(3) 本研究では、バイオマス資源の利活用を取組みの柱とした「環境モデル都市」である高知県梼原町について

調査を実施した。梼原町は小規模自治体ながら、短期間で環境政策を中心に全国的な注目を集める存在となった。

この成功は町長のリーダーシップと、特徴的な住民自治組織である区長制によるところが大きいこと、同時に今

後の人口減少社会を見据えた持続性についての課題も見出された。 

 

(4) 本研究では、高知県・梼原町における「小さな拠点」（地域運営組織）としての「集落活動センター」（旧村

単位の伝統的な住民自治システムである区長制を背景とする）の取組みを検討することによって、同センターが
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地域における住民の生活の維持、コミュニティ機能の確保、交流人口の増加などに寄与していることを明らかに

した。また、今後の政策課題として各センター間の連携、活動に対する財政支援の必要性を指摘した。 

 

(5) 本研究では、町史、観光ガイドブック等における記述内容を基に、高知県梼原町における「環境」の捉え方

や意味を分析し、時代の変遷にともなう差異や要因を検討した。近年の町史においては自然環境に関する言及が

多くなり、言及内容では生活環境に関する話題が増加していることが確認でき、地理的・気候的特徴を生かした

循環型社会の形成と観光振興への施策の重点の移行が明らかになった。また、観光資源に対する考え方では、物

質的な資源から自然環境資源や歴史文化資源、体験型観光など多様な形態を発掘するという変遷があることを指

摘した。 

 

(6) 本研究では、京都府南丹市美山町振興会を対象に調査し、住民自治組織がネットワーク構造であることを明

らかにした。また、住民自治組織が、変化する外部環境に、それ自体のネットワーク構造を変化させることによ

って対応していることが明らかになった。最後に、地域の主体が何らかの意思決定をおこなう理由はネットワー

ク構造から説明できることを示唆した。 

 

(7) 本研究では、京都府南丹市を対象に、地域経済循環の観点から経済的主体の役割を検討した。国の「まち・

ひと・しごと創生本部」が提供する「地域経済分析システム（RESAS）」を使って南丹市の地域経済の実態を分析

し、それを補足する形で、「美山ふるさと株式会社」の活動、地域経済・社会との相互作用について検討した。そ

の結果、地域経済循環を高める経済主体の役割、地域に内在する自然資源、歴史資源、経営資源を活用すること

の重要性が明らかになった。 

 

(8) 本研究では、南丹市教育委員会によるコミュニティ・スクールの活動が南丹市美山町の地域住民の活動に新

たな展開を引き起こす可能性について検討した。美山町におけるコミュニティ・スクールを中心とした地域ネッ

トワークや絆の創出は、地域住民間のソーシャルキャピタルの醸成につながるが、他方で旧村ごとの対抗意識が

美山町全体の発展を阻害する可能性が指摘され、学校を中心とした新たな「橋渡し型」ソーシャルキャピタルの

醸成が旧村の対抗意識を変えていく可能性が示唆された 

 

(9) 急激な人口減少に直面した南丹市美山町では、地域資源を生かした地域経営型のグリーンツーリズムを展開

し、その成功事例として注目されている。本研究では、地域振興の手段としての観光が問題解決に効く万能薬と

は成り得ないことを明らかにした。地元に対する経済的な波及効果はいまだ十分とは言えず、観光客の増加にと

もなうオーバーツーリズムによる問題が生じていることを指摘した。 

 

(10) 本研究では、京都市右京区京北宇津地区を対象として、限界集落を抱える地域のコミュニティとネットワー

クの形成を分析することにより、人口減少地域におけるコミュニティ維持のための条件を検討した。コミュニテ

ィ活動の維持・発展に向けた方策には、UIJ ターンによる人口増加だけでなく、地域外の協力者とのネットワー

クを構築・活用するという「第 2の解」が存在すること（連携による双方便益型事業の展開）、地域の人口減少は

外部アクターの増加により補うことが可能であることを提示される。 

 

(11) 本研究では、人口減少に見舞われる地域社会においてソーシャルキャピタルが果たす役割を実証的に解明

し、その概念構成（「結束型」と「橋渡し型」の関係性）を再検討した。高校 3年生の地域定住志向・都市進出志

向を分析することにより、当該地域で生活資源を多く所持する者が定住を志向し、そうでない者はより生活資源

が豊かな場所への移転を志向する構造を「結束型」ソーシャルキャピタルと「橋渡し型」ソーシャルキャピタル

が車の両輪のように後押しする図式が析出された。 

 

(12) 本研究では、京都市北区楽只消防分団と「京都学生 FAST」との連携を対象に、「参加型アクションリサーチ」

の方法を使って、地域住民のみによって運営されてきた消防団の維持や活性化は地域社会の凝集性や人間関係の

密度を上げることによって達成されるのではなく、集団の開放性・流動性を高め、地域外のメンバーや伴走者と

しての部外者とより多くの交流をおこなうことによって達成されうるものであることが確認できた。 

 

(13) 本研究では、地域社会に必要な公共サービスを提供する基礎的な自治体が、今後も持続可能な運営を続ける
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ために必要な取組みについて検討した。愛知県高浜市は、「持続可能な基礎自治体」の確立を目指し包括的な行政

運営の見直し（行財政改革）に取り組む一方で、小学校区ごとに設立された住民自治組織である「まちづくり協

議会」を中心とした自治体内における分権の取組みの実態を明らかにした。 
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